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研究要旨 

低中所得国における循環器疾患とその要因となる高血圧の増加を受け、2000 年代以降費用対

効果が高く科学的根拠に基づいた介入として減塩が注目され、Healthy Diet の実現に向けた

WHO を中心とする議論をもとに摂取目標が提案された。2016 年に WHO が初めて包括的な

Healthy Diet の方向性をまとめ、その後 FAO と WHO を中心に Sustainable Healthy Diet（持続可

能で健康的な食事）の国際的議論が行われている。2021 年に行われる UN フードシステム・サ

ミットに向けた Sustainable Healthy Diet の概念整理においては、WHO ガイドラインと呼応させ

る形で減塩の重要性が間接的に示されていることが確認された。 

 

Ａ．目的 

減塩は効果のある疾患対策の一つとされ、

古くから高血圧や循環器疾患との関連が国

内外のさまざまな疫学調査によって報告さ

れてきた。しかし、それらの多くは日本を含

む先進国における研究であった。一方、近年

非感染性疾患 (Noncommunicable diseases: 

NCDs) が多くの低中所得国で急増しており、

その対策の根拠となっている WHO 指針が

公表されたのは 2012 年と比較的新しい(1)。 

一方、2000 年代以降の流れとして、世界

的な栄養不良の二重負荷（低栄養と過栄養・

食事由来の生活習慣病が同時に存在するこ

と）の拡大から、先進国だけでなく途上国も

ターゲットとした NCDs 予防の世界戦略の

文脈において、WHO により“Healthy diet”の

議論が開始された。 

Healthy Diet という考え方は決して新しい

ものではなく、学術的には、特に栄養学にお

いて食事療法の観点から何十年にもわたっ

て議論されてきたものである。それらの報

告は NCDs 罹患率が低いと思われる集団で

観察された食事パターンに基づいて検証さ

れたものが多い。また、特定の地域の食事パ

ターン（例：地中海食）が健康を促進する可

能性、あるいは、疾患を予防する可能性につ

いて検証した研究も報告されている。しか

し、地域における食品の入手可能性や価格、

文化的な伝統や食品の受容性の違いから、

それらの研究成果があらゆる状況に適用で

きるわけではないという指摘もある。その

後 2019 年以降は、環境負荷の観点が取り入

れられた“Sustainable Healthy Diet”として、持

続可能なフードシステムの在り方までを視

野に入れた新しい健康的な食事の在り方が

提案され、その実現可能性について議論が

進められている。 

NCDs 予防にも貢献する健康的な食事と

いう観点からは、これらの議論において、食

塩摂取がどのように考慮されているかが重

要である。そのため、本研究は持続可能性を

考慮した Sustainable Healthy Diet の国際的議

論の中で食塩がどのように取り扱われてい

るのかについて整理することを目的とした。 

 

Ｂ．方法 

主に低中所得国を対象とした食塩摂取

(Salt intake)、減塩(Salt reduction)、健康的な

食事(Healthy Diet)、持続可能で健康的な食事

(Sustainable Healthy Diet)に関連する WHO の

公表文書ならびに WHO が引用している文

書について、WHO 公式サイトを通じてハン

ドサーチを行いレビューした。これらの資

料・文書から、WHO の減塩に関する対応へ

の変遷と、Sustainable Healthy Diet の国際的

議論の変遷・論点をたどり、食塩摂取の位置

づけについて確認し、課題を検討した。 

減塩対策は効果のある対策のひとつとさ

れ、日本を含む先進国を中心に古くから高

血圧、循環器疾患との関連からさまざまな

疫学調査による有効性やそれらのレビュー
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がすでに多数報告されているため、本稿は、

国際的議論の変遷を対象とする。 

また Sustainable diet という言葉はこれま

でに持続可能性を食事の在り方に取り入れ

る議論の段階で一時的に出てきたものでは

あるが、Healthy diet の概念が含まれておら

ず単独で使用されることはほとんどない。

WHO を中心とした国際的議論の方向性と

は異なるため、本稿では扱わない。 

 

（倫理面への配慮）  

文献レビューのため、「人を対象とする医

学系研究に関する倫理指針」の適用外であ

る。 

 

Ｃ．結果 

１）NCDs 対策における食塩の位置づけ 

（１）NCDs 対策の国際潮流と WHO の食塩

摂取基準 

国際的には、循環器疾患とその要因とな

る高血圧が増加している現状から(2, 3)、

2000 年代になって減塩が”Healthy Diet”の実

現に向けた効果的な介入として WHO を中

心に議論され始め、2003 年に専門家による

助言として 1 日の食塩摂取を 5g とする数字

が提案されたのが最初である(4)。WHO の減

塩ファクトシートによれば、世界的な食塩

摂取の削減目標値として 5ｇが提示された

のは 2012 年と比較的新しい(1)。ここでは

「ナトリウムの大量摂取（2g/日以上、食塩

5g/日に相当）とカリウムの摂取不足（3.5g/

日未満）は高血圧の原因となり、心臓病や脳

卒中のリスクを高める」とし、WHO の食塩

／ナトリウム摂取における考え方と減塩対

策の方向性について見解が示されている。

（表１） 

その前年、2011年9月の国連総会で、NCDs

予防と管理に関する国連ハイレベル会合が

開催されている(5)。国連総会が健康問題を

テーマに開催されるのは HIV/AIDS 以来、史

上 2 回目であった。このハイレベル会合に

おいて、本会議に合わせて 3 つのラウンド

テーブルが開催され、特に低中所得国にお

いて NCDs の負荷が急速に増大しているこ

とが指摘され、世界の NCDs への対応をモ

ニタリングするために、加盟国がとるべき

政策オプションとして 9 つの国際努力目標

が示された。この中で、行動リスク要因の一

つとして「食塩／ナトリウムの人口平均摂

取量を相対的に 30%削減する（指標として：
Age-standardized mean population intake of salt 

(sodium chloride) per day in grams in persons 

aged 18+ years）」が掲げられ、2025 年までに

達成することを目標とした(6)。 

WHO は、成人、小児に対する NCDs 削減

のための食塩摂取に関する推奨ガイドライ

ン(7)、同様にカリウム摂取に関する推奨ガ

イドライン(8)を設定し、国の政策や公衆衛

生栄養プログラムを策定、ならびに指導す

るために使用されるべきとしている。なお

この中では、小児の食塩の最大摂取量は 2g

未満と設定されている。これらのガイドラ

インは WHO の「食事・身体活動・健康に関

する世界戦略」(9)、「非感染性疾患の予防と

制御に関する世界戦略のための 2008-2013

年の行動計画」(10)の一部となっている。 

この背景には、低中所得国でも NCDs が

急増していることがデータとしても明らか

になってきたこと、また NCDs がもたらす

大きな負担は、公衆衛生の観点からだけで

なく、経済的にも深刻であるという認識と

懸念が高まってきたことにある。医療資源

が限られている低中所得国においては、高

度な治療よりも予防と管理が重要視される

という観点から経済分野で費用効果分析が

なされ、1 障害調整生存年あたり 100 ドル以

下である「ベストバイ（値ごろ感のある介

入）」が提案された(11)。この中で、不健康な

食事と身体活動（Unhealthy diet and physical 

inactivity）に費用対効果のある介入として” 

Reduced salt intake in food（食品からの食塩摂

取を減らす）”が提案された。これをもとに、

WHO は、2013 年に発表された NCDs 予防

と管理に関するグローバル戦略の付録とし

て、ベストバイを中心とした推奨されるべ

き介入をまとめている(12, 13)。これによれ

ば、ポピュレーションアプローチによる減

塩政策（食品に含まれる食塩量の削減、公的

集団施設における減塩介入、マスメディア、

食品ラベルの 4 つ）が挙げられている。（図

１） 

 

（２）NCDs 対策の文脈における WHO の減

塩対策パッケージ“SHAKE” 

減塩目標の達成に向けて WHO は、加盟国

支援のためのさまざまなツールを提供して

いる。ポピュレーションの食塩消費量と食

生活における主なナトリウム源の特定、市

場に出回っている一定数の食品の再構成、

消費者の食塩・ナトリウムに関する意識向

上や食品ラベルの読み解きを支援するため

のヘルスコミュニケーション教材の開発等

である。これらのツールのパッケージとし

て、SHAKE (The SHAKE Technical Package for 
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Salt Reduction) がある(14)。SHAKE は、エビ

デンスと政策行動の間のギャップを埋める

ために WHO が用意した「エビデンスに基づ

いた政策オプションと介入方法をまとめた

パッケージ」である。これらは、完全なパッ

ケージとして機能するエビデンスがあり、

公衆衛生への投資として安価であり、そし

て WHO が各国において最高水準で実施し

てきた支援の実績があるものと説明されて

いる。また SHAKE は、減塩プログラムとヨ

ード欠乏症撲滅プログラムを統合するため

のツールも提供しており、両方のイニシア

ティブの目標を確実に達成することができ

ることも特徴である。SHAKE パッケージが

すべての国で包括的に実施されれば、年間

数百万人の命を救い、NCDs が医療システム

にもたらす負担を劇的に軽減することがで

きるという研究結果が出ている。 

具体的に SHAKE パッケージとは、①サー

ベイランス(Surveillance)、②産業における介

入 (Harness Industry)、③食品ラベル (Adopt 

standards for labeling and marketing)、④行動

変 容 (Knowledge) 、 ⑤ 環 境 づ く り

(Environment)で構成され（この 5 つの頭文字

をとって SHAKE）、それぞれの各政策オプ

ションで踏むべきステップが紹介されてい

る。 

 

（３）WHO の地域別の食塩に関する対応 

各 WHO 地域事務所が出している食塩に

関するメッセージは、以下のように地域特

有の状況と対応策を示している。 

 

アフリカ地域事務局(WHO Africa Regional 

Office: AFRO) 

アフリカ地域では、Healthy Diet の重要な

要素である果物、野菜、食物繊維が少なくな

るなど、近年は食事パターンが変化してい

る。果物や野菜には、血圧低下に寄与するカ

リウムが含まれている。」として、「WHO は

塩の消費の削減のために、ポピュレーショ

ンベースでマルチセクトラルに文化的配慮

に基づいたアプローチに基づいてアフリカ

地域を支援する」としている(15)。このため

に、 

• 地域の政策介入を通じて食塩削減を可能

にする環境を作り出す。 

• レストラン、学校、職場、地域社会、都市

での「健康食品」環境の促進。そして 

• 消費者の意識を高め、食塩摂取量を減らす

ための人口のエンパワーメントを支援す

る。 

アフリカ地域の減塩対策は、国によって

さまざまである。代表的な例として、南アフ

リカは食品産業に減塩を促す法律を制定し

ており、モーリシャスではパン業者にパン

に含まれる食塩を減らすように働きかける

などのアクションがとられている(16)。 

 

汎米地域事務所 (WHO Pan American Health 

Organization: PAHO) 

南北アメリカにおいては、WHO 摂取基準

の 1 日 5g の 3 倍を消費しており、成人人口

の 20-33％が高血圧者である南北アメリカ

において食塩摂取は主要な健康リスクであ

る。特にラテンアメリカとカリビアン地域

は世界で最も高血圧者割合が多く、また特

にアフリカ系は食塩の過剰摂取による血圧

への悪影響に特に敏感であるという点が示

されている。PAHO は対策として、SHAKE

を軸とした「食事中の減塩を通した心疾患

予防のための地域行動」をローンチしてい

る(17)。 

 

南東アジア地域事務所  (WHO Regional 

Office for South-East Asia: SEARO) 

心血管疾患は、東南アジア地域における

主要な死因であり、治療を受ける余裕のな

い最貧困層で最も高い有病率となっている。

世界的にも、東南アジア地域では食塩摂取

量は推奨量をはるかに上回り、かつ増加し

ている状況である。主に調理中の味付けに

加えられるもの、塩、ソース、ストックキュ

ーブなどからの摂取が多く、この地域の食

環境の特徴であるストリートフードに食事

パターンが依存していること、また加工食

品の消費の増加がみられることも原因だと

している(18)。 

 

ヨーロッパ地域事務所 (WHO Reginal Office 

for Europe: EURO) 

2008 年に欧州連合（EU）の「食生活・身

体活動・健康に関するハイレベルグループ」

が、「国家減塩イニシアティブのための EU

枠組み」を立ち上げ、すべての食品について、

4 年間で基準となる 2008 年のレベルから

16％の食塩を削減するという欧州共通の最

低基準を設定した。同年、WHO の支援のも

と、「英国食品基準局（the United Kingdom 

Food Standards Agency: FSA）」と（後に）ス

イス連邦公衆衛生局が、EU 諸国の食塩摂取

量削減プログラムの調和を図ることを目的

とした「欧州食塩行動ネットワーク」を設立

した。このネットワーク会議には WHO ヨー

ロッパ地域事務所と欧州連合（EU）がオブ
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ザーバー参加し、このネットワークには、国

が減塩に取り組んでいるかまたは計画して

いること、そして政府代表者がいることを

条件として参加することができる(19)。具体

的に 12 の食品群が特定され、各国はその中

から少なくとも 5 つの群を選択してターゲ

ットとしなくてはならない。 

その食品群とは、パン、（食）肉製品、チ

ーズ、惣菜、スープ、朝食用シリアル、魚（肉）

製品、クリスプ（チップス）、塩味スナック、

テイクアウト（食品）、レストランの食事、

ソース、調味料、スパイス、ポテト製品であ

る。たとえばパンについては、4 年間で 16％

減というベンチマークが設定され、各国は、

特にパン、肉、チーズのサブカテゴリーにつ

いて、それぞれの国のスタートレベルや文

化上の要因に応じて、個別にベンチマーク

を設定することが推奨される。WHO はこう

いった地域全体の取り組みを技術的に支援

するために、国別分析(20)、国別の減塩モデ

ル開発ガイド(21)、ヨーロッパ地域で減塩を

促進するための支援パッケージ(22)を発表

している。 

 

東地中海地域事務所 (WHO Reginal Office 

for the Eastern Mediterranean Region: EMRO) 

2012 年 10 月に、WHO 東地中海地域委員

会は、NCDs 対策のための行動枠組みを承認

したとしているが、2019 年 10 月の更新版に

おいても、減塩に関する言及は ”Reduce 

average population salt intake in line with WHO 

recommendations（WHO 勧告に沿った人口の

平均塩分摂取量の削減）”にとどまっている。 

一方、Eastern Mediterranean Health Journal

は 1995 年に開設された EMRO のフラッグ

シップ・ジャーナルに掲載された論文で、地

域内の減塩アプローチの有効性について情

報発信をしている。この報告によれば、東地

中海地域では NCDs の疾病負荷は大きく、

特に NCDs による死亡の 55％は心血管疾患

に起因すると推定されている。WHO 東地中

海地域委員会では、政策目標として今後 3〜

4 年間で国の食塩摂取量 25％削減、5 年以内

に脳卒中と心臓病の発生率減少、国・地域レ

ベルでのモニタリングメカニズムの設定、

研究活動のための 24時間尿中ナトリウムお

よびヨウ素測定に関する地域プロトコルの

開発と公開、地域内研究機関のネットワー

クを支援して食事中ナトリウム摂取量評価

のための 24 時間蓄尿測定調査の実施、ヨー

ド添加塩の開発、と記されている(23)。 

 

西太平洋地域 (WHO Reginal Office for the 

Western Pacific : WPRO) 

加盟国に対しては、2010 年の時点で、減

塩のための地域コンサルテーション戦略の

ための会議が行われているが、WPRO 単独

の地域戦略は見当たらない。減塩に取り組

む国家機関を対象に、減塩戦略を策定する

ための枠組みとステップを概説し、ポピュ

レーションレベルでの食塩摂取を削減する

ための主要なアクションの概要を説明する

ためのリーフレットが発表されているが、

SHAKE の紹介のための概略版という位置

づけにとどまっている(24)。  

 

２）Healthy Diet の定義における食塩の位置

づけ 

（１）Healthy Diet (WHO) 

2016 年に WHO より発表された Healthy 

Diet ファクトシートでは、「Healthy Diet は、

あらゆる形態の栄養不良や、糖尿病、心臓病、

脳卒中、がんなど NCDs の予防に役立つ」と

している(25)。あらゆる形態の栄養不良とは、

持続可能な開発目標２「2030 年までにあら

ゆる形態の栄養不良を解消」ならびに国際

栄養目標でモニタリングされている 9 つの

栄養目標（子どもの発育阻害、女性の貧血、

低出生体重、子どもの過体重、完全母乳育児、

子どもの消耗症、人口レベルでの減塩、成人

の高血圧、成人の肥満と糖尿病）である。す

なわち、Healthy Diet を目指すということは、

低栄養にも、肥満・生活習慣病にも、その両

方を目指すアプローチであることを、第一

のメッセージに据えているところに特徴が

ある。（表２） 

また WHO はこれまでそれぞれの栄養素

や食品群の摂取のための指針、栄養実践の

進め方のための指針を各論として出してお

り、総合的な食事の指針は出していなかっ

た。また、それらの指針は乳幼児と成人とい

うようにライフステージ別に分けて示され

ていたが、この Healthy Diet ファクトシート

では、子どもにとっての Healthy Diet として

母乳育児と適切な補完食が含まれているな

ど、すべてのライフステージに対する

Healthy Diet の在り方を総合的に示した点で

も画期的である。乳幼児に関しては、WHO

と UNICEF が提唱してきた乳幼児に対する

栄養実践（Infant and young child feeding: IYCF）

の大原則（①生後 1 時間以内の母乳育児の

開始、②生後 6 か月間の完全母乳育児、③生

後２年間またはそれ以上の母乳育児の継続）

と同調したものであると同時に、補完食に
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は食塩と砂糖を入れないことが加筆されて

いる。 

 

（２）Planetary Healthy Diet（EAT-Lancet 委

員会） 

Planetary Health Diet は、2019 年 1 月に

Lancet 誌に掲載された、 ” Food in the 

Anthropocene: the EAT-Lancet Commission on 

Healthy Diets from Sustainable Food Systems

（人新世の食事：持続可能なフードシステ

ムによる Healthy Diet に関する EAT-Lancet

委員会）”の中で提案された「地球と人類、

両方にとって健康・健全な食事」である(26)。

これまでの栄養疫学ならびに環境持続性に

関する研究成果を集約的に検討し、限られ

た地球資源を持続可能に保ちつつ、かつ人

類の健康を維持するために、2050 年までに

食料の生産・消費方法を根本的に転換する

必要があるという提言である。 

人新世とは、オランダ人大気化学学者で

あるパウル・ヨーゼフ・クルッツェンらが

2000 年に提案した造語で、人類の生活活動

が、地球の地質や生態系に重大な影響を与

えた 19世紀後半産業革命以降の想定上の地

質時代を指す。 

EAT はスウェーデンの NGO であり、The 

Wellcome Trust（イギリスに本拠地を持つ医

学研究支援等を目的とする公益信託団体）

が資金提供をして EAT-Lancet 委員会を形成

し、3 年間の作業を経て議論を進めた。委員

会は 16 か国 37 名の農業、環境、公衆衛生、

栄養疫学を代表する主要な研究者で構成さ

れ、持続可能な食糧生産と、健康を促進する

食事、の 2 つの目的を達成する食事を科学

的に定義するため、コンセンサス統一を目

指した。 

何よりもこの EAT-Lancet 委員会が発表し

た Planetary Healthy Diet が画期的なのは、地

球の持続可能性の原則に基づいた人間の栄

養ニーズを、単一の 1 日分のグローバルな

食事に置き換えて推奨したということにほ

かならず、史上初の提案となる。Planetary 

Health Diet は、1 日に摂取するべきエネルギ

ーを平均 2,500 キロカロリーとして設定し、

科学的根拠に基づいた提案値を Health 

Boundary として示した。基本原則として、

推奨食品群は魚、野菜、果物、豆類、全粒穀

物、ナッツ類、非推奨食品群は赤身肉、でん

ぷん質の野菜、任意食品群として卵、鶏肉、

乳製品に分類されている。2050 年までに

Planetary Healthy Diet に転換するためには、

大 々 的 な 食 の 変 革 (Great Food 

Transformation)が必要であり、赤身肉など不

健康な食品消費量の 50%以上削減と、ナッ

ツ、果物、野菜、豆類の 100%以上の消費量

増加を目指すとしている。（図２） 

健康面でのメリットを評価するにあたっ

ては、「食事の変化が食事関連の疾患による

死亡率に及ぼす潜在的な影響」が分析され、

この分析によると、Planetary Healthy Diet を

採用して食事行動の世界的な変化が起これ

ば、過体重・肥満、ひいては食事由来の NCDs

を回避することになる。具体的には 2030 年

に年間約 1,100 万人の死亡を回避し、早期死

亡を 19％削減できると推定されている。ま

た Planetary Healthy Dietに移行することによ

り、栄養強化または補給が必要なビタミン

B12 を除いては、ほとんどの栄養素の摂取

量が改善される。健康な脂肪の消費量は増

加するものの、不健康な脂肪（飽和脂肪酸）

は減少する。鉄、亜鉛、葉酸、ビタミン A な

どのいくつかの必須栄養素や、低中所得国

でのカルシウム摂取量など、ほとんどの微

量栄養素の適切性が高まるという。 

しかし一方で批判も出ている。Planetary 

Healthy Diet では、植物性油脂が多く魚が少

ないことから、オメガ 6 とオメガ 3 の比率

がアンバランスになることが示唆されてい

る。また、表の脚注には、「食塩の添加は健

康に大きな影響を与えるがこの表では取り

上げない」と書いてあり、食塩摂取の健康へ

の影響は言及されているものの Planetary 

Healthy Diet の一部として食塩が扱われてい

ない。 

環境面でのメリットを評価するにあたっ

ては、赤身肉の世界的な生産が、森林破壊、

水供給の減少、温室効果ガスの排出に最も

大きな影響を与えていることが指摘された。

著者らは、2050 年までに 100 億人に Healthy 

Diet を供給するために、最低限避けるべき

温室効果ガスの排出量を試算した結果、CO2

以外の温室効果ガスであるメタンと一酸化

二窒素の排出量は、2050 年には 4.7〜5.4 ギ

ガトンにとどまると結論づけた。現在の排

出量は 2010 年時点ですでに 5.2 ギガトンと

推定されているため、地球をこれ以上破壊

することなく人類にHealthy Dietを供給する

ためには、世界のエネルギーシステムの脱

炭素化を予想以上に早く進める必要がある

ことを示唆している。合成肥料におけるリ

ンの使用量も、生物多様性の損失を減らす

ために 17.9テラグラムから 6-16テラグラム

の水準へ削減する必要がある。特に影響が

大きい、温室効果ガス排出、土地の開墾、水
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の使用、窒素肥料の使用、リン使用、生物多

様性への対応の 6 点に特に配慮した生産方

法を取り入れるべきだとしている。 

結論として、我々人類と地球が、Healthy 

boundary にとどまるための 5 つの戦略が提

案されている。 

① 健康的な食品の入手可能性と利用しやす

さを向上させ、人々が Healthy Diet を選

びやすくする。そのためには脆弱層の社

会的保護も検討する。 

② 農業を、大量生産から栄養価の高い多様

な作物の生産へと転換する 

③ その地域の状況を考慮した適切な農法を

適用した農業を持続的に強化する 

④ 自然の生態系を保護し、継続的な食料供

給を確保するため、厳格で組織的な土地

と海洋の管理を行う 

⑤ 持続可能な開発目標（SDGs）に基づいて、

食品ロスを最低でも半減する 

 

結論として「Silver bullet（問題を解決する

ための確実な方法）は存在しない。時間もな

くハードワークである。しかし時間がたて

ばたつほど、深刻かつ破滅的な結果を招く

だろう。国内／国外、民間／政策等の枠組み

をつなぐ共通の糸となるような新しい食料

システムの構築が必要である。このために、

科学的根拠に基づいた目標値と、この提言

が機能することを期待する。」と力強いメッ

セージが述べられた。 

 

（３）Sustainable Healthy diet (FAO/WHO) 

2014 年 に 行 わ れ た 国 際 栄 養 会 議

（International Congress of Nutrition: ICN）を

踏まえ、国連の栄養に関する行動の 10 年の

支援の下、FAO と WHO は共同で持続可能

で健康的な食事 (Sustainable Healthy Diet)に

関する国際専門家会議を組織した(27)。EAT-

LANCET 委員会から国際的に投げかけられ

た「人だけでなく地球にも健康的な食事と

は何か」について UN 機関としても対応す

るために、会議は 2019 年 7 月にローマで開

催され（上述のように、2019 年 6 月にスト

ックホルムで EAT-Lancet 論文のお披露目の

ための会議が行われた）、その議論の内容は

Sustainable Healthy Diet の指導原則(guiding 

principles)文書にまとめられた。この文書で

は、5 つの観点から、Sustainable Healthy Diet

とは、個人の健康と幸福のすべての側面を

促進し、環境への影響が少なく、アクセス可

能で、手頃な価格で、安全で、公平であり、

文化的に受け入れられるものであると定義

している。これらの食事は、すべての個人の

最適な成長と発達を達成し、現在および将

来の世代のすべてのライフステージにおけ

る身体的、精神的、社会的な幸福の機能をサ

ポートし、あらゆる形態の栄養不良（低栄養、

微量栄養素欠乏、過体重、肥満）の予防に貢

献し、食事に関連する NCDs リスクを低減

し、生物多様性と Planetary Health の維持を

サポートすることを目的としている。 

これらは、5 つの分科会がまとめた報告、

①Healthy Diet を定義した背景、②環境的に

持続可能なフードシステムの構築における

Healthy Diet の役割、③Sustainable Diet にお

ける文化、経済、食環境の役割について、④

地域食、⑤食品の安全性に基づいている。

（表３, 表４） 

 

（４）UN Food System Summit に向けた

Healthy Diet の定義の整理 

2021 年 9 月にニューヨークにて、国連フ

ードシステム・サミットが開催される予定

となっている。専門家委員会は、フードシス

テム・サミットにおける用語の統一のため

に A definition for the United Nations Food 

Systems Summit 2021 においてその定義を提

案している(28)。 

“Definition: A healthy diet is health-

promoting and disease preventing. It provides 

adequacy without excess, of nutrients and health 

promoting substances from nutritious foods and 

avoids the consumption of health-harming 

substances.” すなわち、Healthy Diet とは、「健

康を促進し、疾患を予防するものである。ま

た、栄養価の高い食品から栄養素や健康増

進物質を過不足なく摂取し、健康を害する

物質の摂取を避けることができるものであ

る。」なお、別添として「栄養価の高い食品」

について、「食事と食品の違い」の観点から

補足説明がある。栄養価の高い食品とは、

「有益な栄養素（タンパク質、ビタミン、ミ

ネラル、必須アミノ酸、必須脂肪酸、食物繊

維など）を提供し、潜在的に有害な要素（抗

栄養成分、ナトリウム量、飽和脂肪、糖分な

ど）を最小限に抑えた食品」であり、概念的

には簡単であるが、個々の食品を栄養価が

高いか低いかで分類するための、誰もが認

める簡単な方法はない、としている。ある集

団には栄養価が高くても、別の集団には害

がある（たとえば 3 歳児にとっての全脂肪

乳が、肥満の成人男性には高エネルギーす

ぎるといったように）こともあるため、コン

テクストの特殊性が求められる、としてい

る。 
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国連フードシステム・サミットの 5 つの

アクショントラックのうち、アクショント

ラック 2 は”Shift to healthy and sustainable 

consumption patterns（健康で持続可能な消費

パターンへの移行）”とされ、議論のもとと

なる報告が専門家委員会メンバーによって

準備されている。そのひとつとして 2021 年

3 月に公開された文書では、持続可能なフー

ドシステム上でHealthy Dietをどのように考

えるかについて述べられている(30)。健康で

持続可能な消費パターンとして食塩・ナト

リウムを多く含む超加工食品の過剰摂取の

削減が記され、その実現のためには、衡平性

と社会正義に基づき、マルチステークホル

ダーの対話が重要であると結論付けている。

（表５） 

 

（５）IYCF の指標改訂 

国際的に、特に途上国における乳幼児の

栄養に関しては、WHO と UNICEF が定めて

いる Infant and young child feeding (IYCF)と

いうガイドラインを用いて実践・評価を行

っている。これまでは 2008 年に発表されて

いたモニタリング指標が用いられていたが、

2021 年 4 月に 13 年ぶりに改訂版が発表さ

れた(31)。新しい指標は 17 指標で、そのう

ち母乳に関する指標が 6 指標、補完食に関

する指標が 9 指標、その他 2 指標とあるよ

うに、2008 年版と比較して補完食に関する

指標がいくつか新しく追加された。特に

2008 年版における minumum acceptable diet  

(MAD)が次の 5 つの指標に分割された：6-23

カ月齢の MAD、6-23 カ月齢の卵あるいは新

鮮な食品の摂取(EFF)、6-23 カ月齢の砂糖入

り飲料の消費(SwB)、6-23 カ月齢の unhealthy 

diet（不健康な食事）の摂取(UFC)、6-23 カ

月齢で野菜・果物をまったく摂取していな

い児(ZVF)である。傾向として、補完食導入

のタイミングから質を重視する点が明確に

指標として示されることとなった。特に栄

養不良の二重負荷対策が考慮された補完食

の在り方が重視され、低栄養対策としての

たんぱく質の摂取が推奨され、過栄養対策

として砂糖入り飲料、unhealthy diet の摂取制

限、野菜と果物の摂取促進といった点がモ

ニタリングされるべきとして指標が採用さ

れることとなった。 

食塩に関しては、6-23 カ月齢の unhealthy 

diet の摂取の指標において、「多くの低・中

所得国では、食事のパターンが砂糖、脂肪、

塩分、精製された炭水化物の摂取量が多く

なっている。市販食品はエネルギー密度が

高く、栄養価が低く、塩分、糖分、飽和脂肪

酸、トランス脂肪酸を多く含んでいること

が多い。」としたうえで、「チップス、フレン

チフライなどのスナックを摂取すると、よ

り栄養価の高い食品を置き換えることにな

り、必須ビタミンやミネラルの摂取を制限

してしまう可能性がある」という根拠とと

もに、間接的に減塩の必要性についても述

べられている。（表６） 

 

Ｄ．考察  

本稿ではまず食塩摂取に関する議論が主

に低中所得国を対象とした NCDs 予防の文

脈においてどのようになされてきたかを概

観した後、近年、国際的に議論が進んでいる

Sustainable Healthy Diet の考え方について関

連文書をレビューし、Sustainable Healthy Diet

における減塩の扱われ方を整理した。 

低中所得国における NCDs 増加が報告さ

れ始め、また世界的に NCDs の予防と管理

に関する議論の高まりに備えるように 2012

年に WHO が減塩に関するファクトシート

を発表し、世界的な食塩摂取の削減目標値

が提示された。これによれば、「ナトリウム

の大量摂取（2g/日以上、食塩 5g/日に相当）

とカリウムの摂取不足（3.5g/日未満）は高血

圧の原因となり、心臓病や脳卒中のリスク

を高める」として、WHO の食塩／ナトリウ

ム摂取における考え方と減塩対策の方向性

について見解を示し、以来、世界の減塩対策

のベンチマークとなっている。WHO は、低

中所得国における NCDs 予防と管理のため

の費用対効果が高く科学的根拠のある介入

「ベストバイ」として減塩を挙げ、さらには

減塩対策パッケージ”SHAKE”を公開してい

る。WHO 地域事務所別に、減塩に関する取

組みを概観すると、NCDs の疾病負担、高齢

化の状況が厳しいヨーロッパ地域がもっと

も取組みが進んでおり、他の地域において

は取組みにばらつきがあるように見受けら

れた。 

このような中、総合的な食事の指針とし

て、WHO 単独で発表した Healthy Diet のフ

ァクトシートでは、WHO のガイドラインに

沿って食塩摂取推奨量が記された。加えて、

補完食には食塩を加えないことが明記され

た。しかしその後、EAT-Lancet 委員会が提案

した Planetary Healthy Diet では、食塩添加が

健康に影響を与える点は言及されているも

のの、食塩は、Planetary Healthy Diet の一部

としては扱われなかった。これを受けて

FAO と WHO により提案された Sustainable 



184 

 

Healthy Diet でも、食塩摂取としてではなく、

「加工品を避ける」「食事関連 NCDs のリス

クを軽減するために WHO ガイドラインと

一致させる」といった形で、減塩の重要性が

間接的に示されることとなった。 

2021 年に行われる国連フードシステム・

サミット専門家委員会の議論において

Healthy Diet の定義づけが試みられた際には、

栄養素の過剰摂取という視点で食塩が挙げ

られたことにより、サミットの主要議題の

ひとつである「健康で持続可能な消費パタ

ーンへの移行」において目指すべき主要な

成果としても、食塩・ナトリウムを多く含む

食品の過剰摂取の削減、が含まれることと

なった（2021年4月現在）。減塩の取組みは、

持続可能なフードシステムにおける Healthy 

Diet の実現に貢献する、費用対効果が高く

科学的根拠のある介入オプションのひとつ

と考えられ、WHO を中心に、その具体的な

政策パッケージや進め方の提案がなされて

いる。減塩の取組みは、専門家委員会の議論

で示された「食料政策、食環境、民間企業の

活動、消費者の行動変容を通じて消費の変

化を促すことができる画期的な提案（国連

フードシステム・サミットではこの画期的

な提案のことを「game-changing」と表現して

いる）」を具現化するオプションと考えられ

る。 

なお、今回の分析には含めることができ

なかったが、2021 年 5 月、”WHO global 

sodium benchmarks for different food categories

（WHO 各食品別の含有ナトリウム量のベ

ンチマーク）”が公表された(32)。この報告書

には、各食品別の含有ナトリウム量のベン

チマークがリストされており、各国で減塩

に寄与する食品設計や、国家政策・戦略を策

定する際に有用であり、かつ民間企業が国

際レベルで対話する際に役立つとしている。

ポピュレーションレベルで減塩を進めるた

めには民間企業の参画が必須であるが、こ

のように、民間企業に指南となるベンチマ

ークが公表されたことで、世界の減塩対策

がマルチセクターに加速することが期待さ

れる。 

しかし一方で低中所得国では食生活の変

化から今後一層の食塩摂取の増加が予想さ

れる。一連の Sustainable Healthy Diet に関す

る国際的議論においては、減塩対策の意義

がより一層再認識されることが期待される。 

 

Ｅ．結論 

昨今、“Sustainable Healthy Diet”の概念にお

いては、 WHO ガイドラインと呼応させる

形で減塩の重要性が間接的に示されている

ことが確認された。減塩は持続可能なフー

ドシステムにおけるHealthy Dietの実現に貢

献する、費用対効果が高く科学的根拠のあ

る介入オプションのひとつと考えられるた

め、一連の国際的議論においては、より一層

減塩対策の意義が再認識されることが期待

される。 
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表１ 減塩に関するファクトシート（WHO） 

⚫ ナトリウムの大量摂取（2g/日以上、食塩 5g/日に相当）とカリウムの摂取不足（3.5g/日未満）は高

血圧の原因となり、心臓病や脳卒中のリスクを高める。 

⚫ ナトリウムの主な供給源は食塩だが、世界各地で調味料として使われているグルタミン酸ナトリウムか

らも摂取されることがある。 

⚫ 多くの人は食塩を過剰に摂取しており、1 日平均 9〜12g、最大推奨摂取量の約 2 倍を摂取している。 

⚫ 成人の場合、食塩摂取量を 1日 5g 未満にすることで、血圧を下げ、心血管疾患、脳卒中、冠動脈性心

臓発作のリスクを減らすことができる。食塩摂取量を減らすことで得られる主な効果は、高血圧の減少。 

⚫ WHO 加盟国は、2025 年までに世界人口の食塩摂取量を相対的に 30％削減することに合意している。 

⚫ 食塩の摂取量を減らすことは、国民の健康状態を改善するために国が取ることのできる最も費用対効果

の高い対策の 1 つとして認識されている。主な減塩対策は、一人当たりの平均年収や国内総生産を下回

るコストで、健康寿命を 1 年延ばすことができる。 

⚫ 世界の食塩消費量 が推奨レベルまで削減されれば、毎年 250 万人の死亡を防ぐことができると推定さ

れる。 

 

 
図１ 不健康な食事に対する、ベストバイの介入（WHO） 

表２ Healthy Diet に関するファクトシート（WHO） 
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⚫ Healthy Diet は、あらゆる形態の栄養不良や、糖尿病、心臓病、脳卒中、がんなどの非感染性疾患（NCD）

の予防に役立つ。不健康な食事と身体活動の不足は、健康に対する主要なグローバルリスクである。 

⚫ 健康的な食生活は人生の初期から始まる。母乳育児は健康的な成長を促し、認知機能を向上させる。また

過体重や肥満になるリスクや、後に NCDs を発症するリスクを低減するなど、長期的な健康効果が期待

できる。 

⚫ エネルギー摂取量（カロリー）は、エネルギー消費量とのバランスがとれている必要がある。不健康な体

重増加を避けるためには、総脂肪が総エネルギー摂取量の 30%を超えないようにする。 

⚫ 脂肪の消費を飽和脂肪から不飽和脂肪にシフトし、工業用トランス脂肪を排除する方向にする。 

⚫ 遊離糖類の摂取量を総エネルギー摂取量の 10％、さらには 5％に抑える。 

⚫ 食塩摂取量を 1 日 5g 未満に抑えることは、成人の高血圧を予防し、心臓病と脳卒中のリスクを低減す

るのに役立つ。 

⚫ WHO 加盟国は、2025 年までに世界人口の食塩摂取量を 30％削減し、成人と青年の糖尿病と肥満、お

よび小児の過体重の増加を食い止めることに合意した。 

 

 

 
図２ EAT-Lancet 委員会が提唱する Planetary Healthy Diet（EAT-Lancet 委員会） 
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表３ Sustainable Healthy Diet の指導原則（FAO and WHO） 

1. 母乳育児 

2. 加工品を避ける 

3. 全粒穀物、豆類、ナッツ、豊富で多様な果物と野菜 

4. 中程度の量の卵、乳製品、白身肉、魚、および赤身肉 

5. 安全で清潔な飲料水 

6. 成長と発達のために、ライフサイクルを通じて適切なエネルギーと栄養素 

7. 食事関連 NCDs のリスクを軽減するために WHO ガイドラインと一致させる 

8. 食中毒の原因となる病原体、毒素、薬剤を避ける 

健康 

9. 温室効果ガスの排出、水と土地の利用、窒素とリンの使用などを設定値内に 

10. 生物多様性を維持して乱獲を避ける 

11. 抗生物質とホルモンの使用を抑える 

12. 食品包装におけるプラスティック等の使用を抑える 

13. 食品ロスと廃棄を減らす 

環境 

14. 地域の文化、習慣、知識、消費パターン、生産や消費方法を尊重した農業 

15. アクセス可能なもの 

16. 食料、水、燃料の購入や準備について女性の時間的負荷を回避する 

社会文化 

 

 

表４ Sustainable Healthy Diet を実践するためのアクション（FAO and WHO） 

9 つのアクション 

1. 政府のメカニズムと法的枠組み、環境整備 

2. 各レベルで、全セクターで政策の一貫性を確保する 

3. 対象地域・集団の食生活に関するベースラインの確立、健康と環境によい食生活変化を特定する 

4. 量と品質の点で利用可能でアクセス可能であるか特定する 

5. 既存のフードシステムを分析し、Sustainable Healthy Diet のために必要な変化の可能性を特定する 

6. 潜在的なトレードオフを定量化し、Sustainable Healthy Diet を利用可能とする 

7. Sustainable Healthy Diet のための手頃な価格で望ましい食品が手に入るようにする 

8. 社会・文化・経済・生態・環境を考慮に入れた食品ベースの食事ガイドラインを作成する 

9. 消費者のエンパワーメントを含む、行動変化のための能力開発戦略を進める 

 

 

表５ 「健康的で持続可能な消費パターンへの移行」が目指すべき方向性（主要な成果）（国

連フードシステム・サミット） 

⚫ 健康的で持続可能な食生活に貢献する安全な食品、特に全粒粉、豆類、ナッツ類、新鮮な野菜と果物の多

様性、入手可能性、入手しやすさが飛躍的に向上する。特に弱者や貧困層に対しては、持続可能な方法で

生産された乳製品、卵、ブルーフード（海洋・淡水魚、貝類、藻類）、肉類、代替タンパク源などの健康

的なタンパク源が十分に提供される。 

⚫ 果物、野菜、豆類、ナッツ類の消費量が 2 倍以上になるなど、健康的で持続可能な食生活への需要および

消費量の大幅な転換。 

⚫ 世界レベルで、特に裕福な人々に関しては、動物性食品、特に赤身の肉の過剰摂取を減らし、植物性食品

の摂取を増やす。 

⚫ 砂糖入り飲料や、高カロリー、不健康な脂肪、遊離糖、食塩・ナトリウムを多く含む超加工食品の過剰摂

取が削減する。 

⚫ 2030 年までに、家庭、外食産業、小売業における一人当たりの食品廃棄物を半減させ（SDGs 目標

12.3）、廃棄物が資源となるような循環型の食品経済へと移行する。 

⚫ 安全で健康的かつ持続可能な食生活を実現するために、実現可能な場合は現地でより強固なバリューチェ

ーンの開発を促進し、農家と市民社会の間に強固な連携を構築し、食品市場（wet market を含む）の可

能性を活用するなど、消費者と食品生産者のつながりが強化する。 

⚫ 国際貿易によって、健康的で持続可能な食生活に貢献する食品へのアクセスが促進されるように、グロー

バル・バリューチェーンの社会的および環境的な持続可能性が改善し、方向転換する。 
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表６ IYCF 指標（改訂版）一覧 

 
 

 

 

Indicator Short name Age group Defnition

Breastfeeding indicators

1 Early initiation of breastfeeding EvBF Children born in the last 24 months
Percentage of children born in the last 24 months who were ever 

breastfed

2
Exclusively breastfed for the 

first two days after birth
EIBF Children born in the last 24 months

Percentage of children born in the last 24 months who were put to the 

breast within one hour of birth

3
Exclusive breastfeeding under 

six months
EBF2D Children born in the last 24 months

Percentage of children born in the last 24 months who were fed 

exclusively with breast milk for the first two days after birth

4
Exclusive breastfeeding under 

six months
EBF Infants 0–5 months of age

Percentage of infants 0–5 months of age who were fed exclusively with 

breast milk during the previous day

5
Mixed milk feeding under six 

months
MixMF Infants 0–5 months of age

Percentage of infants 0–5 months of age who were fed formula and/or 

animal milk in addition to breast milk during the previous day

6
Continued breastfeeding 12–23 

months
CBF Children 12–23 months of age

Percentage of children 12–23 months of age who were fed breast milk 

during the previous day

Complementary feeding indicators

7
Introduction of solid, semisolid 

or soft foods 6–8 months
ISSSF Infants 6–8 months of age

Percentage of infants 6–8 months of age who consumed solid, semi-

solid or soft foods during the previous day

8
Minimum dietary diversity 6–23 

months
MDD Children 6–23 months of age

Percentage of children 6–23 months of age who consumed foods and 

beverages from at least five out of eight defined food groups during the 

previous day

9
Minimum meal frequency 6–23 

months
MMF Children 6–23 months of age

Percentage of children 6–23 months of age who consumed solid, semi-

solid or soft foods (but also including milk feeds for non-breastfed 

children) the minimum number of times or more during the previous day

10

Minimum milk feeding 

frequency for non-breastfed 

children 6–23 months

MMFF Children 6–23 months of age
Percentage of non-breastfed children 6–23 months of age who 

consumed at least two milk feeds during the previous day

11
Minimum acceptable diet 6–23 

months
MAD Children 6–23 months of age

Percentage of children 6–23 months of age who consumed a minimum 

acceptable diet during the previous day

12
Egg and/or flesh food 

consumption 6–23 months
EFF Children 6–23 months of age

Percentage of children 6–23 months of age who consumed egg and/or 

flesh food during the previous day

13
Sweet beverage consumption 6

–23 months
SwB Children 6–23 months of age

Percentage of children 6–23 months of age who consumed a sweet 

beverage during the previous day

14
Unhealthy food consumption 6

–23 months
UFC Children 6–23 months of age

Percentage of children 6–23 months of age who consumed selected 

sentinel unhealthy foods during the previous day

15
Zero vegetable or fruit 

consumption 6–23 months
ZVF Children 6–23 months of age

Percentage of children 6–23 months of age who did not consume any 

vegetables or fruits during the previous day

Other indicators

16 Bottle feeding 0–23 months BoF Children 0–23 months of age
Percentage of children 0–23 months of age who were fed from a bottle 

with a nipple during the previous day

17 Infant feeding area graphs AG Infants 0–5 months of age

Percentage of infants 0–5 months of age who were fed exclusively with 

breast milk, breast milk and water only, breast milk and non-milk liquids, 

breast milk and animal milk/formula, breast milk and complementary 

foods, and not breastfed during the previous day


